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I.はじめに
インドにおける貧困問題の原因のひとつが，安定した所得=雇用機会の決定的不足であるこ
とは，改めていうまでもないだろう。 1970年代に ILOが「働く貧困層J (Working Poor) と
いう表現で明らかにしようとしたのは，従来，開発途上国の貧困の原因と考えられていた失業
者の存在ではなく，都市においてあらゆる形の経済活動に従事し，過酷な労働でどうにかその
日暮らしをしている大量の貧しい労働者の存在であった。彼らが行う経済活動は，それまで統
計的に把握されていたフォーマル・セクター(以下， FS と略称)と区別され，インフォーマ
ル・セクター(以下， 1 S と略称)と呼ばれるよつになった。 FS の就業者が，一般的に少な
くとも制度上はさまざまな労働関連法規の適用を受ける権利をもち，さらに労働組合の組織化
を進めてきたのと異なり， 1 S の就業者はそうした労働者の諸権利の多くと無縁な労働者であ
った。こうした都市 1 S就業者の増加が，インドでも 70年代末頃から深刻な問題として注目さ
れ始めたのである。
1 S が拡大してきた背景には，急速な人口増加とそれに応じた急速な労働力人口の増加，農
村における不十分な雇用吸収力，都市への人口流入，都市での雇用機会の不足とりわけ FS雇
用の伸び悩みがあった。そこで本稿では，近代化・工業化が進められてきたインドで，なぜF
(1) 1 S の定義に関しては，都市 1 S のみならず農村の未組織非農業部門も含むとか，あるいは非
近代的経営を行っている農業部門も合むといった議論等があり，必ずしも定まていない。しかし，
筆者は厳密には都市の現象として 1 S を捉えたいと考えている。ただ本稿では，議論の焦点がF
S であるため，また用いるデータによっては農村・都市の区別が不可能なため，便宜的に農業と
FS以外として 1 S を把握している (II 節参照)。
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S雇用が伸び悩んで、きたのかという点に注目し， 1980年代以降に分析の焦点を絞って FS 製造
業部門就業者数の変化と，その変化の背景について考察する。まず IIでは，就業者全体の規模・
構造の変化を大ざっぱにつかみ， 1 S就業者数の拡大と FS雇用の伸び悩みの実態を明らかに
しよう。次に凹では， 1982-83年から93-94年の工業年次調査のデータを用い， FS雇用の変化
を業種別にみることで，雇用伸び悩みの原因について考察する。そしてIVで， F S で労働節約
的バイアスが生じてきた理由について検討を加え，最後を結ぴとしたい。
1. 労働力構造の変化
まず，就業者の産業別増加率と産業別構成比の変化を表 1 からみておこう。データは人口セ
ンサスで，ここに含まれているのは ~ain VVorkers (主労働者. 1 年間のうち半年以上働いた
者)のみである。副次的に働いている労働者を含むとさらに数値は上がるだろうが，おおよそ
就業者全体の構造を示していると考えてよいだろう。センサスは10年ごとに行われ，最新の数
値が1991年のものであるため， 1997年の数値については， 71-91年の産業ごとの年平均増加率
を 91年以降に適用して求めた推定値である。
農林漁業等からなる第一次産業部門の就業者比率は， 1971年からの20年間に7ポイント縮小
表 1 就業者の産業別増加率と産業別構成比の変化 (単位: %) 
年平均増加率 構成比
1971-81年 1981-91年 1971-91年 1971年 1981年 1991年 1997年
1 自耕作農民 1. 69 1. 81 1. 75 43.4 41. 6 38. 7 37.2 
2 農業労働者 1. 57 3. 0 2. 28 26. 3 24. 9 26. 1 25. 9 
3 畜産・林業・漁業・プランテーション 1. 51 1. 92 1. 72 2.4 2.2 2. 1 2.0 
4 鉱業・採石業 3. 19 3.31 3. 25 O. 5 O. 6 0.6 0.6 
5 家内工業 1. 96 -1. 25 0.34 3. 5 3.5 2.4 2. 1 
6 家内工業以外の製造業 4. 9 2.29 3. 63 5.9 7. 8 7. 6 8. 2 
7 建設業 4. 85 4.51 4. 68 1.2 1.6 1.9 2. 2 
8 商業 3. 3 4. 3 3. 38 5. 6 6.3 7. 4 8. 1 
9 輸送・保管・通信 3. 26 2. 82 3.04 2.4 2. 7 2. 8 2. 9 
10その他サービス業 2. 16 4. 14 3. 15 8. 7 8.8 10.3 10. 7 
第一次産業 1. 65 2.27 1. 96 72. 6 69.3 67.5 
第二次産業 4.06 1. 7 2.91 10.7 12.9 12.0 12.5 
第三次産業 2.72 4. 02 3.37 16. 7 17.8 20. 5 21. 7 
全産業 2. 12 2. 53 2.33 100.0 100.0 100.0 100.0 
注) 1. Main Workers (一年のうち半年以上働いた者)のみの数値である。
2. 第一次産業には 1-4 の産業が，第二次産業には 5-7 の産業が，第三次産業には 8-10の産業が含まれている。
3. 1981年についてはアッサムを， 1991年についてはアッサム，ジャンムー&カシミールを除いている。
4.1991年の数値は， 1911-91年の産業ごとの年平均増加率を91年以降に適用して求めたものである。
資料) R. Mohan, “Industry and Urban Employment, 1961-81 : A Preliminary Exploration" , Economic and Polit 
.ical Weekly, Vol. 24. Nos.44-45, Nov. 4-11 , 1989, p.2482, TablelA, Govt. of India, CenslIs ollndia 199人
Series-l India , Paper-2 of 1992, New Delhi, 1993, pp. 126-121より作成。
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し， 97年までの推定値をみると比率はさらに縮小する。そのよん第二次産業と第三次産業の就
業者比率が拡大してきた。第一次産業就業者比率のこうした縮小は，とくに男性就業者数の伸
び悩みによるものであった。男女別の変化は表に示していないが，第一次産業では，自耕作農
民，農業労働者のいずれも， 1971-81年， 1981-91年の増加率は，女性より男性の方がずっと
低く，第一次産業部門就業者に占める男性の比率は， 1971年の80%から 81年には76%へ，さら
に91年には73%へと縮小してきたのである。
他方，第三次産業の就業者比率は，男女合わせて1971年から 91年の聞に 4 ポイント拡大し，
97年までには 5 ポイントの拡大になると推定できる。とくにその拡大に貢献したのは商業部門
と，その他サービス業部門で， 71年からの20年間にそれぞれ年平均3.9% と 3.2% という高い増
加率で増えてきた。また，第二次産業の就業者比率も拡大してきた。とはいえ，そのうち家内
工業の就業者数は80年代に年平均1.25%で減少し，その就業者比率も縮小している。つまり，
第二次産業就業者比率の拡大に貢献してきたのは，建設業と家内工業以外の製造業における就
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業者の増加だったのである。
さて，就業者の参入分野の変化をみる上で，産業別構成の変化とともに重要なのは，比較的
雇用が安定し，労働条件が相対的に整備されていると考えられている FS に，どの程度の数の
就業者が参入し，その規模がどのように変化してきたかを知ることであろう。ここでは，産業
を農業(林業や漁業も含む)とそれ以外の産業に分け，さらに後者を FS と 1 S に分けて， 3 
部門それぞれの就業者数の変化を 1971年以降97年までについて図 1 に示した。総就業者数は前
掲の人口センサスから求めた数値 (97年は推定値)であり， F S就業者数は政府の産業・労働
統計等で把握されている登録事業所の就業者数を Economic Survey から求めたものである。
また 1 S就業者数は，センサスの数値から登録事業所就業者数を差し引いて求めた残差で，都
市の 1 S 就業者と農村の未組織非農業部門就業者が含まれている。同図から，総就業者数が急
速に増えてきたこと，増加分のほとんどが農業部門または 1 S に吸収されてきたこと，また他
方で， FS就業者の規模が目立った変化を示してこなかったことがはっきりわかるだろう。 F
S就業者の年平均増加率は70年代に2.8%であったのが， 80年代， 90年代 (1991-97年)にはそ
れぞれ1. 6% ， 1. 0% にすぎず， 90年代に入って著しく低下してきたのである。
では， F S就業者の比率に産業間の違いはどの程度あるのだろうか。次に， FS就業者比率
の変化を産業別にみてみよう。表 2 からわかるように， 1981年にかけていったんは比率を拡大
した産業もみられるが， 71年と 91年を比べるとほぼすべての産業でFS就業者の比率は縮小し
てきた。さらに97年の推定値をみると， F S就業者の比率は，就業者数を急速に増やした商業，
金融・保険業では8%にすぎず，建設業でも 16%である。また，製造業部門でも FS就業者はわ
ずか 5 分の 1 で，農林漁業を除く全体で23.3%にすぎなかったのである。逆に，この間に各産
業で 1 S就業者が拡大してきたことはいうまでもない。
次に，製造業部門内部での雇用構造変化をさらに詳しくみてみよう。家内工業とは，センサ
スの定義によると， r農村地域ならば家庭内または村落内で，都市においては住居とその敷地内
表 2 農業 1) 以外の産業における FS就業者比率の変化 (単位: %) 
1971年 1981年 1991年 1997年
鉱業・採石業 63.5 75.0 62.8 50.4 
製造業 27. 9 24.0 2. 1 20. 3 
建設業 45. 9 32. 6 2. 0 16.3 
商業，金融，保険業 6. 3 9. 6 8.9 7. 9 
輸送・保管・通信 52. 5 45. 6 38.4 32. 9 
社会・個人サービス 2) 44.9 47.6 39. 8 35. 1 
農業以外の全産業 32. 5 31. 0 26. 7 23. 3 
注) 1.農業とは農林漁業，狩猟・省産業を含む。
2. 社会・個人サービスには，電気・ガス・水道も含む。
資料) R. Mohan , op. cit. , p. 2482, Tablel A, Govt. of India, op. cit. ,_ pp. 126-127, Govt of India, Economic Survey 
1981-82, New Delhi, 1982, pp.I08-I09, Economic Survey 1998-99, New Deihi, 1999, pp. S52-S53より作成。
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図 2 稼働工場数と雇用者数の変化
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資料) Govt. of India, lndian Labour Statistics (以下 ILS) 197ス Chandigarh， 1919, p. 18, ILS 1980-81 , 
1988, p. 19, ILS 1987-90, 1995, p. 11 , ILS 1994, 1996, p. 21, Govt. of India, lndian Labour 
Year Book (以下 ILYB) 1985, Shim1a, 1986, p. 5, ILYB 198ス 1988， p. 5, Govt. of India, Pocket 
Book 01 Labour Statistics (以下 PBLS) 199ス Chandigarh， 1991, pp. 6, 1 1.より作成。
で，世帯主とその世帯成員によって行われている工業」であり，その就業者数が減少傾向を示
してきたことは先に述べた。したがって，急増している家内工業以外の製造業の就業者とは，
家内工業の定義に該当しないかなり零細な事業所から大規模工場まで，あらゆる規模のその他
すべての事業所で働いている労働者ということになる。そこで， 1961年から 94年までの工場法
登録工場(動力を使用している場合は雇用規模10人以上，動力を使用せず雇用規模10人以上の
工場)の工場数と雇用者数の指数変化を示した図 2 をみてみる。工場法登録工場の雇用者数が
伸び悩み，その増加速度が工場数の増加速度を大きく下回ってきたことは明らかであろう。と
くに80年代に入ると工場雇用者数の増加は一層減速しており， 90年代に入るまで，その対前年
増加率はわずか 1%前後という低水準が続いた。つまり，家内工業以外の製造業の就業者数の
増加は，工場法が適用される規模の工場の雇用者数の増加によってではなく，適用を外れる零
細規模の工場の就業者の急増によってもたらされたと考えられるのである。こうした傾向は，
すでに70年代についても指摘されていた。実際， 1971年， 81年， 91年に工場雇用者数はそれぞ
れ508万人， 730万人， 875万人であったが，同時期の家内工業以外の製造業就業者数からこれら
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の数値を単純に減じて求めた零細工場の就業者数は， 563万人， 1014万人， 1311万人と急増して
きた。つまり，工場雇用者数が20年間に年平均2.8%で増加してきたのに対し，零細工場の就業
者数は，実に4.3%で増加してきたことになる。
111. FS 就業者数の伸び悩み
以下では， 1982-83年-1993-94年の 3 ， 4 年ごとの工業年次調査 (A S I)に基づき， FS 
製造業部門の雇用制約要因について考える。 ASI データには，工場法登録工場とそれ以外に
も，電気・ガス・水道などに関する情報が含まれているが，ここでは，分析の中心を製造業に
絞りたい。ただし， r全体」という場合，比率は小さいがそれらの数値も含んだ。業種別分類は，
二桁レベルの工業分類に基づいている。
まず，表 3 をみてみよう。成長を示す様々な指標について1982-83年を 100 とした指数変化を
みると， 1993-94年の雇用者数は全体で、1982-83年水準の1. 09倍になったにすぎなかった。工場
数は1. 31倍，固定資本額は2.37倍，生産高は2.11倍，純付加価値は2.27倍にと，他のすべての
指標の変化は雇用者数の変化を上回っていた。また，同期間の年平均成長率は，固定資本額
(1981-82年価格)が8.15%，生産額 (1981-82年価格)が7.04%，純付加価値 (81-82年価格)
が7.74%であったのに対し，雇用はわずか0.76%で増えてきたにすぎなかった(後掲表 4) 。し
かも，この雇用増加率は， 1960年代や70年代に比べても著しく低下している。
そこで，こうした雇用の緩慢な増加の原因として最初に検討したいのは，産業そのものの衰
退や停滞との関係である。産業成長の尺度を生産高とし，これと雇用者数の変化の相関をみて
みよう。図 3 は， 1982-83年を基準年とし， 16業種の生産高と雇用者数を 1993-94年の指数値で
散布図に描いたものである。生産高と雇用者数の変化の間にかなり明確な正相闘があることが
わかるだろう。つまり，生産高の伸ぴが大きかった業種ほど，雇用者数の伸ぴも大きく，逆に
生産高の上昇幅の小さい業種では，雇用者数は伸び悩んだか，減少の傾向がみられたのである。
ただし， 1993-94年の生産高が1982-83年水準を下回っていたのは「ジュートおよび植物繊維」
だけである。これ以外のどの業種でも生産高は一貫して上昇し，そのなかに上昇幅の小さい停
滞的といえる業種があったのみである。それに対し，雇用者数はいくつかの業種で82-83年水準
を下回ってきた。雇用が減少し，同時に生産高からみて比較的停滞の傾向のみられた業種の例
が， r食料品j ， r綿繊維j ， rジュートおよび植物繊維j ， r木材・木製品，家具・装備品J などの
( 2 ) Rakesh Mohan ,“Industry and U rban Employment , 1961-81: A Preliminary Exploration" , 
Economic and Political Weekly , Vo1. 24 , Nos.44-45 , Nov. 4-11 , 1989 , p.2493. 
( 3 ) 同じASI データを用いておこなわれた Seth らの分析によると，工業化加速期の1960-65年
に付加価値と雇用がそれぞれ年平均9.9% と 5.7%，停滞期の66-75年でも 5.30% と 3.6%，その後
の76-84年に10.5% ， 6.1%で上昇したと計測されている。ただし Seth の論文中，本文と表の数
値に組離があるので，注意が必要で、ある。 V.K.Seth and A.Seth，向mamics 01 labour Absor?
tion in lndustη， Deep & Deep Publications , New Delhi , 1994 , p.106. 
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表 3 1982-83年 1) ~1993-94年における業種別雇用・生産等の指数変化
年度 工場数 雇用者 固定資 生産高 純付加 年度 工場数
業種 数2) 本3) 4) 価値4) 業種
食料品 1985-86 104 7 124 105 124 基硬化学・化学 1985-86 120 
1989-90 113 8 193 170 206 製品(石油・石 1989-90 124 
193-94 126 96 283 203 246 炭製品を除く) 193-94 160 
飲料・タバコ・ 1985-86 100 79 210 128 143 ゴム・プラスチ 1985-86 113 
タバコ関連製品 1989-90 107 117 279 186 245 ック製品，石 1989-90 144 
193-94 68 115 439 251 344 油・石炭製品 193-94 175 
綿繊維 1985-86 107 84 124 104 104 非金属鉱物製品 1985-86 128 
1989-90 107 81 117 130 135 1989-90 136 
193-94 130 7 183 150 129 193-94 162 
毛・絹・人造織 1985-86 9 103 123 122 126 基礎金属・合金 1985-86 110 
維 1989-90 102 112 182 175 176 1989-90 106 
193-94 114 126 340 257 307 193-94 117 
ジュートおよび 1985-86 93 82 123 143 90 金属製品(機械 1985-86 107 
植物繊維 1989-90 149 82 190 120 113 器具を除く) 1989-90 114 
193-94 193 67 168 109 109 193-94 127 
繊維製品(アパ 1985-86 114 114 138 115 113 機械器具(輸送 1985-86 106 
レルを含む) 1989-90 128 163 256 208 254 用機器を除く) 1989-90 116 
193-94 214 279 591 377 671 193-94 128 
木材・木製品， 1985-86 9 94 112 101 104 輸送用機械器具 1985-86 116 
家具・装備品 1989-90 97 92 171 132 107 1989-90 129 
193-94 98 89 272 149 159 193-94 148 
紙・紙加工品， 1985-86 107 91 101 122 107 その他製造業 1985-86 117 
印刷・出版 1989-90 112 90 119 177 166 1989-90 122 
1993守94 128 9 176 226 248 193-94 142 
なめし革・同製 1985-86 114 115 126 132 129 全体5) 1985-86 108 
品・毛皮 1989-90 141 165 164 221 224 1989-90 116 
193-94 222 187 310 327 510 193-94 131 
注) 1) 1982-83年= 100とした指数の変化である。
2) 雇用者には，生産労働者だけでなく，技術者・管理者・事務職員も含まれている。
3) 機械・工作機械の卸売物価指数(198 1-82年価格)でデフレート。
4) 製造業品の卸売物価指数(1981-82年価格)でデフレート。
雇用者 固定資
数 本
108 134 
114 196 
129 290 
95 158 
119 203 
148 371 
105 189 
107 272 
109 360 
9 117 
98 132 
104 266 
95 123 
110 170 
118 372 
103 140 
106 177 
112 241 
94 123 
93 139 
100 182 
102 145 
127 263 
168 468 
93 125 
102 162 
109 237 
生産高 純付加
価値
121 118 
163 157 
219 285 
123 162 
137 191 
166 294 
137 126 
175 136 
220 177 
112 109 
164 148 
190 194 
11 115 
172 159 
232 210 
115 117 
174 157 
196 181 
111 97 
172 129 
209 156 
141 195 
211 174 
406 415 
116 116 
165 160 
211 227 
5) 全体には，業種別に挙げた製造業だけでなく，電気・ガス・水道や，修繕サービスも含まれている。なお，一部製
造業種については，生産物の修繕サービスもその項目に含まれている。
資料) Govt. of India, Annual Survey of Industrﾎes (以下ASI と略称) 1982-83:Summary Results for Factory Sefctor, New 
Delhi, 1986, pp. 62-63, ASI 1985-86: Summary Results for Factory Sector, Delhi, 1989, pp. 87-90, ASI 1989-90: Sumｭ
mary Results for Factory Sector, New Delhi, 1994, pp. 121-129, ASI 1993-94: Summary Resu/ts for Factory Sector, 
Delhi, 1996, pp. 117 -125より作成。
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図 3 生産高と雇用の変化の相関
(1 982-83年= 100としたときの1993-94年の指数値)
雇用者数
300 
???? ?
200 400 600 
200 
生産高
資料)表 3 に閉じ。
伝統的産業であった。また， I基礎金属・合金」や「輸送用機械器具」も，生産，雇用ともに停
滞的な業種として挙げられる。これらの業種では， もちろんその他の要因の影響もあるだろう
が，生産の悪化が雇用の伸び悩みに影響してきたと考えて間違いないだろう。
生産の動向と雇用者数の変化のこうした関係は，企業レベルの調査によっても指摘されてい
る。たとえば S. Deshpande らは， 1989年にムンパイの主要 7 業種に属する小・中・大規模の合
計300企業について調査を行っているが，このなかで，ビジネス・パフォーマンス=生産物需要
と雇用の関係を示した。つまり，過去 2 年間に生産物需要が減少したと述べた企業は約
13.7%であったが，その44%が雇用者数を減らしていた。他方，生産物需要に変化がなかった
企業 (45.6%) や増えた企業 (40.7%) で、雇用者数が減ったのは，それぞれ21% ， 25%であっ
た。また S. Deshpande らは，重回帰分析によっても，生産物需要の増加が雇用にプラスの影響
をもち，その関係が統計的に有意であったことを示してい 2:
(4) S.Deshpande , G.Standing and L. Deshpande , Labour Flexibiliか in a Third W orld 
Metroρolis: A Case Study 01 Bombay, Commonwealth Publishers , New Delhi , 1998 , pp.58-
59 , 71. 
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次に，工場数の変化の影響をみたい。表 3 が示すように，製造業全体で，またほとんどの業
種において，だいたいどの時期を比較しても，工場数の伸ぴは他の指標の伸ぴに比べると小さ
いが，雇用者数の伸びに比べると大きかった。こうした傾向は，工場数と雇用者数の変化をよ
り長期にわたって示した前掲の図 2 からも明らかであった。そこで注目したいのは，どのよう
な規模の工場がどの程度増えてきたのかという点である。実際，工場法登録工場の平均雇用規
模を算定すると， 1971年には63名であったのが81年には49名に減り， 94年にはさらに41名まで
減って，小規模化の傾向が窺われた。また，雇用規模別の工場数の変化をASI データから確
認すると，相対的に規模の小さい工場の方が大きく数を増やしてきたことが確認できた。つま
り， 1982-83年から93-94年の11年間に，雇用規模500人以上2000人未満の工場は年平均0.2%で
増加したにすぎず， 2000人以上の大規模工場はむしろ年率1.5%で減少してきた一方， 50人未満
または50人以上100人未満の小規模工場の数は，年平均2.5% ， 2.8%で増加していた。この結果，
雇用規模50人未満の工場と， 50-99人規模の工場で，構成比が各々 2.3ポイント，合わせて4.3
ポイント拡大し， 100-499人の中規模工場でも 3.5ポイント拡大したのに対し，大規模工場の雇
用者構成比は縮小していたのである。
次に，資本集約化の進行と雇用吸収の停滞という点について考えてみよう。まず，前掲表 3
に挙げた固定資本額の変化に着目すると，産業そのものが停滞・衰退傾向を示した 6 業種の場
合は，予想されるように，固定資本の上昇幅も相対的に低かった。とくにこのうち 4 業種では，
製造業全体の上昇幅を下回っていた。他方，固定資本額の上昇幅が製造業全体のそれを上回り，
急速に固定資本額が拡大したのは，上昇幅の大きい順に， ["繊維製品(アパレルを含む) j , ["飲
料・タバコ・タバコ関連製品j ， ["金属製品(機械器具を除く) j , ["ゴム・プラスチック製品，石
油・石炭製品j ， ["非金属鉱物製品j ， ["毛・絹・人造繊維j ， ["なめし革・同製品・毛皮J の 7 業
種であった。しかも，このうち「非金属鉱物製品」を除く 6 業種では，雇用者数の伸びも製造
業全体の場合を上回って比較的大きい。つまり，同 6 業種は，雇用の伸びでも上位 7 住までに
入っていた。また， ["ゴム・プラスチック製品，石油・石炭製品」以外は，生産額も急速に上昇
させていたことを考え合わせると，これらのほとんどが，成長産業であり，固定資本投資の拡
大と同時に雇用も比較的大きく増やしたことがわかる。
そこで，雇用者 1 人当たり固定資本額の増加率を資本集約化を計る尺度とし，その変化を表
4 から確認しておこう。固定資本額とともに雇用者数が伸ぴた上の 6 業種のうち，雇用の年平
均増加率がもっとも高かった「繊維製品(アパレルを含む)j と 2 番目に高い「なめし革・同製
品・毛皮」の場合，資本集約化は他の業種ほど進んでいない。「ゴム，プラスチック製品，石油・
石炭製品J も資本集約度の上昇率は比較的小さい。雇用の生産弾力性(雇用の変化率/生産額
(5) Govt. of India , lndian Labour Statistics 1980.81 , Chandigarh , 1988 , p.19 , Govt. of 
India , Pocket Book 01 Labour Statistics 1997, Chandigarh , 1997 , pp. 6, 1. 
(6) Govt. of India , ASよ: Summaη Results lor Factory Sector, 1982-83年版および1993-94年版。
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表4 工場労働者の業種別にみた雇用・生産高・固定資本・実質賃金・雇用弾力性
1982-83年-93-94年の年平均増加率日 雇用の生産弾
産業 雇用者数 l 人当たり 1 人当たり 1 人当たり 1 人当たり 力性0982-83付加価値目 生産高a 固定資本初 実質賃金制 -93-94年)
食料品 -0.35 8. 9 7.0 10.3 4.8 -0.053 
飲料・タバコ・タバコ関連製品 1. 32 10.4 7.3 12.9 0.04 0.157 
綿雌 -2.34 4.8 6. 2 8. 2 1.3 O. 627 
毛・絹・人繊維 2. 13 8.4 6.7 9.4 1.7 O. 238 
ジュートおよび植物轟維 -3.53 4.5 4. 5 8. 6 2.8 -4.584 
融維製品(アパレルを含む) 9. 76 8.3 2.8 7.1 O. 6 0.761 
木材・木製品，家具・装情品 -1. 06 5.4 4.8 10.7 1.3 -0.286 
紙・紙加工品，印刷・出版 -0.06 8. 7 7. 7 5.3 2.5 -0.008 
なめし革・同製品・毛皮 5.88 9.5 5. 2 4.7 0.4 0.518 
基礎化学・化学製品(石油・石炭製品を除く) 2.35 7.5 4. 9 7.6 1.8 0; 318 
ゴム・プラスチック製品，石油・石炭製品 3.64 6.4 1.0 8. 7 1.4 0.771 
非金属鉱槻品 0.76 4.5 6. 6 1. 5 1.7 O. 102 
基礎金属・合金 0.32 5. 9 5. 7 9.0 1.7 0.053 
金属製品(樟榔具を除o 1. 51 5.4 6.3 11. 0 2.5 0.190 
横械器具(輸送用機器を除く) 1. 07 4.4 5.2 7. 2 2.1 0.169 
輸送用機構器具 -0.02 4. 2 6.9 5. 6 1.6 -0.003 
その他製造業 4.83 8. 6 8.4 9.8 1.9 0.355 
全産業 O. 76 6. 9 6. 2 7.3 2. 1 0.108 
注) 1) 各項目の年平均増加率は，計算式 X， =Xo (l+r)' によって求めた。 X，は 1993-94年の. Xo は 1982-83年の数値で
あり t は期間(年数). r は増加率である。
2) 製造業品の卸売物価指数(1981-82年価格)でデフレートした数値に基づき計算。
3) 機械・工作機械の卸売物価指数(1981-82年価格)でデフレートした数値に基づき計算。
4) 工場労働者消費者物価指数(1982年価格)でデフレートした数値に基づき計算。
資料)表 3 に閉じ。
の変化率)は，製造業全体ではわずか0.108に過ぎず，極端に低かったが，同じこれら 3業種の
場合はそれぞれ0.761， 0.518， 0.771で比較的高い。逆に 1 人当たり生産高の上昇率は比較的小
さかった。つまり，これらの 3業種は，成長産業として固定資本投資額が増え生産も伸ばした
が，比較的労働集約的な技術を使うことで，雇用量も増やした業種と推測することができるだ
ろう。他方，残る 3 業種すなわち「飲料・タバコ・タバコ関連製品j ， r毛・絹・人造繊維j ， r金
属製品(機械器具を除く )j の場合は，資本集約化がかなり急速に進み，それが労働生産性の上
昇に貢献した一方，雇用の増加率を抑えてきた例と推測できるだろう。また， 1 人当たり固定
資本額の上昇率は比較的高いが，雇用が減少した「食料品J の場合は， 1 人当たり付加価値や
1 人当たり生産額はかなりの速度で上昇しているのであり，資本集約化が雇用減少に及ぽした
影響は大きいと思われる。
さて， T .S.Papola は， 1968年から84年までの雇用の生産弾力性およぴ付加価値弾力性をA
S 1 データから求め， 1968-75年に0.547， 0.508であったそれらの数値が， 1980-84年にはい
ずれも -0.006とマイナスに転じたことを指摘している。そして，こうした製造業全体の雇用弾
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力性の低下が，産業構造の変化つまり雇用・産出高比率の高い産業から低い産業への重心の移
動によるのでなく，むしろ各産業内での技術変化，すなわち雇用の生産弾力性が多くの業種で
急速に低下したことによると指摘した。とくに，雇用シェアの大きい「繊維J (綿，ジュート，
毛・絹・人造繊維等すべて含む)， r繊維製品J ， r食料品」や， r飲料・タバコ・タバコ関連製品J ，
「電気機器J (本稿の分類では「機械器具(輸送用機器を除く) J に含まれている)， r金属製品J
などで，雇用の生産弾力性の急激な低下があった。
では， 1982-83-93-94年の雇用弾力性の低下に，産業構造の変化の影響は確認できるだろう
か。つまり，雇用・産出高比率の高い産業(労働生産性の低い産業)のシェアが縮小し，逆の
傾向をもっ産業がそれに代替するといったかたちでの，産業構造変化は生じてきたのか，それ
を大まかにみておこう。
表 5 には，雇用者 1 人当たり生産高で示した1982-83年時点の業種別労働生産性，および同年
と 93-94年の雇用者数と生産高に基づく業種別構成が示されている。まず構造変化を大まかにみ
ると，生産高シェアをわずかでも拡大したのは 8 業種で，残り 8 業種では縮小していた(表で
表 5 労働生産性と産業構造の変化
1 人当たり生産高 雇用者数(%) 生産高(%)
業種 00万ルビー)
1982-83年 1982-83年 1993-94年 1982-83年 1993-94年
食料品 0.96 15.4 13. 7 13.8 13.2 
飲料・タバコ・タバコ関連製品 0.32 5. 5 5. 9 1.6 2.0 
綿繊維 O. 57 13.2 9. 3 6. 9 4. 9 
毛・絹・人造繊維 1. 18 3. 2 3. 7 3. 5 4. 2 
ジュー卜および植物繊維 O. 30 3.2 2. 0 O. 9 O. 5 
繊維製品(アパレルを含む) 1. 10 1.2 3.2 1.3 2. 3 
木材・木製品，家具・装備品 O. 49 1.0 O. 8 O. 4 O. 3 
紙・紙加工品，印刷・出版 0.72 3. 8 3. 5 2. 5 2. 7 
なめし革・同製品・毛皮 1. 0 0.8 1.3 O. 7 1. 1 
基礎化学・化学製品(石油・石炭製品を除く) 2.22 6. 2 7.3 12. 7 13.2 
ゴム・プラスチック製品，石油・石炭製品 5. 13 2. 5 3.4 11. 7 9. 2 
非金属鉱物製品 O. 67 5. 1 5. 1 3. 2 3.3 
基礎金属・合金 1. 7 7. 5 7. 2 12.4 11. 1 
金属製品(機械器具を除く) O. 90 2.4 2. 7 2. 0 2. 2 
機械器具(輸送用機器を除く) 1. 24 9. 6 9. 9 1. 1 10.3 
輸送用機械器具 0.94 6. 3 5. 8 5. 5 5. 5 
その他製造業 O. 84 0.9 1.3 O. 7 1.3 
その他 0.79 12.3 14.0 9. 0 12. 7 
全体 1. 08 100.0 100.0 100.0 100.0 
資料)表 3 に同じ。
(7) T.S.Papola ,“Restructuring in lndian lndustry: lmplications for Employment and lndusｭ
trial Relations" , G. Edgren ed. , Restructuring, Em，ρloyment and lndustrial Relations: Adjustｭ
ment lssues in Asian lndustries , ILO-ARTEP , New Delhi , 1989 , p.47. 
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はわからないが， r輸送設備・備品」もわずかに縮小)。生産高シェアを拡大した業種には，労
働生産性がとくに高い「基礎化学・化学製品」や比較的高い「毛・絹・人造識維J が含まれて
いるが，逆に， r飲料・タバコ・タバコ関連製品j ， r紙・紙加工品，印刷・出版j ， r非金属鉱物
製品」などの，労働生産性が比較的低い業種もみられた。しかも生産高シェアを拡大した業種
は，ほとんどが雇用シェアも拡大している。他方，生産高シェアーを縮小した 8 業種の中には，
とくに労働生産性の低い「綿繊維j ， r ジュートおよび植物繊維j ， r木材・木製品，家具・装備
品」が含まれている一方，労働生産性のとくに高い「ゴム・プラスチック製品，石油・石炭製
品J や比較的高い「基礎金属・合金」も入っている。しかも「ゴム・プラスチック製品，石油・
石炭製品J の場合，雇用シェアはむしろ拡大していた。こうして，労働生産性の高い業種が労
働生産性の低い業種に取って代わるといった一方向的な構造転換があり，それが雇用増加を抑
制したと，ここから推察するのは難しい。
きて，雇用者数の伸び悩みは，採用の抑制によっても，退職・解雇を含む離職者数の増加に
よっても起こるだろう。最後に，これを常用労働者の入職率と離職率の変化に着目し，雇用停
滞が労働市場のどのような変化のなかで起こっているのかを確認しておく。入職率とは，当該
年の平均雇用者数に占める新規採用者数の比率であり，離職率とは平均雇用者数に占める離職
者数(定年退職者も含む)の比率である。センサス・セクターとは， A S 1 工場のうち，雇用
規模が100人以上の工場(動力の使用・不使用は問わない)だが，表 6 をみると， 1973-74年か
ら 93年まで，入職率も離職率もた、いたい低下傾向を示してきたことがわかる。つまり，採用が
抑えられ，同時に離職が減って流動性が低下していると推察できる。換言すると，入職超過の
状況が続いてはいるが，新規採用はほとんど空きを埋めるためにのみ行われてきたと考えられ
るのである。しかも入職超過幅が縮小傾向をみせ，純増分が小さくなってきたことにも注意が
必要である。また，データの関係上1979-80年から 89年までの時期しか比較できないのだが，雇
用規模100人未満のサンプル・セクターの場合は，この短期間に入職率，離職率いずれも大きく
表 6 入職率と離職率 (単位: %) 
センサス・セクター サンプル・セクター
1973-74 1978-79 1981 1985 1988 1993 1979-80 1985-86 1989 
入職率 29. 0 21. 1 19.3 17.9 14.5 16.8 56. 3 43. 1 35.8 
離職率 27. 0 18.4 18.2 17.4 14. 4 16.0 51. 6 41. 7 3. 6 
入職率一離職率 2. 0 2. 7 1. 1 O. 5 O. 1 O. 8 4. 7 1.4 2. 2 
資料) Govt. of India, ILS 1977, Shimla, 1979, pp. 249-250, ILS 1980-81 , Shimla, 1988, p.223, Gort. of India, 
ASI 1985-86: Summary Report on Abesenteeism and Labour Turnoνer in the Census Sector, Delhi, 1990, pp. 24-25, 
AS11988-89・ Sllmmary Report on Absenteeism and Labour Turnover in the 白川出 Sector， Delhi, 1996, p. 27, ASI 
1993-94 ・ Summwy Report on Absenteeism and Labollr Turnover in the CellSllS Sector, Delhi, 1998, pp. 30-31, ASI 
1985-86: Swnmary Report 011 Absenteeism alld Labollr Tllrnover in the Sample Sector, Delhi, 1989, pp. 31-32, ASI 
1989-90: Report on Absenteeism, Labour Turnover, Employmellt and Labour Cost in Sample Sector, Delhi, 1997, pp. 
33-34より作成。
- 58-
インドのフォーマル・セクター労働者
縮小しており，採用の抑制と流動性の低下が，ここにも明確にみられる。ただし，入職超過幅
は，センサス・セクターよりは少し大きしそれが小規模工場での比較的高い雇用増加率に反
映したと考えてよいだ、ろう。
以上では， FS 製造業部門の雇用伸び悩みの背景と予想される諸要因のうち，1.生産縮小・
停滞産業の存在， 2. 工場数と雇用規模の変化， 3. 資本集約化の進行， 4. 産業構造の変化
(労働集約的産業から労働節約的産業への比重の転換)の 4 点を取りあげた。極めて大まかな
業種分類に基づくとはいえ，少なくともここから， 4 の産業構造の変化の影響は必ずしも明瞭
ではなかったこと，また 2 や，業種によって 1 と 3 の原因がより強く作用してきたことが明ら
かになったといえるだろう。
IV. 労働節約的バイアスの背景
では， FS 製造業部門で，労働節約的工業化が進んできた背景は何なのだろうか。次にこの
点に焦点を絞り検討しておきたい。
まず，賃金変動の影響についてである。工業労働者の消費者物価指数 (1982年基準)でデフ
レートした 1 人当たり実質賃金は，前掲の表 4 からもわかるように，年平均2.1%で上昇してき
雇用増加率
(%) 
12 
10 
8 
6 
4 
2 
。
-2 
-4 
-6 
資料)表 3 に同じ。
図 4 1 人当たり実質賃金と雇用者数の変化
1 人当たり実質賃金の上昇率(%)
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図 5 工場雇用者のうち賃金の比較的低L 、層の賃金変化
--+一貨幣賃金指数
一函ー全インド消費者物価指数
一合一実質賃金指数
1980 1984 1988 1992 年
注) 1976-82年については月収1000ルビー未満，それ以降については月収1600未満の雇用者の賃金である。
資料) Govt. of India, ILYB 1996, Chandigarh, 1999, p. 39より作成。
た。業種によって上昇率の高いものもあれば，ほとんど上昇してこなかったものもあるが，い
ずれにせよ，どの業種でも雇用者 1 人当たりの実質賃金の上昇率は 1 人当たり生産高や付加価
値の上昇率よりずっと小さい。詳しい分析は別の機会に譲ることにして，ここでは図 4 から，
実質賃金の上昇率と雇用増加率の相関を確認してみよう。これからみる限り， 1 人当たり実質
賃金の上昇と雇用増加の聞には，どちらかというと負の相関が見られる。ただし，決定係数 (R2 )
は0.20にすぎなかった。さらに，同期間の生産性と 1 人当たり実質賃金については，統計上有
意な相関はみられなかった。また，製造業雇用者のなかでも賃金の比較的低い雇用者の実質賃
金は，図 5 からわかるよっに，ほぽ同時期に一貫して下がってきた。 1976-82年については月
収1000ルビー未満の雇用者の賃金の変化を， 1983-92年については月収1600ルビー未満の雇用
者の賃金の変化を示しているが，両期間とも，貨幣賃金は上昇してきたものの，それを上回る
物価上昇のため実質賃金は低下している。とくに80年代の低下は顕著で、あった。ただし付け加
えると，名目賃金がこの水準の雇用者の数はこの間に減少している。
賃金変化と雇用変化のこのような不明瞭な関係には，インドの賃金制度がある程度からんで
いると考えられる。インドの FS では，公共部門については政府の Pay Commissions が賃金の
7ゲイドラインを直接提案し，さらに民間部門でも，政府は1950年代から主要産業ごとに Wage
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Boards を設立し，その賃金決定に間接的に影響を及ぽしてきた。賃金額は，定められた賃金表
に基づき，年々の基本給の定期昇給と，インフレの影響を緩和するために支給される DA (物
価手当)によって変化することになる。労使間交渉の役割は今日拡大しているが，なお賃金は
生産性の変化から独立して，基本的に外生的に決定される傾向が強いため，賃金変動はきわめ
て硬直的だとこれまで指摘されてきたのである。
しかし， もう少し細かくみると賃金変化と雇用変化の聞には一定の関係も見いだされる。た
とえば， 1960-84年の製造業部門における実質賃金の雇用への影響を計量的に分析した V.K.
Seth らの研究は，その影響が産業の性格によって異なっていることを指摘した。すなわち，公
共投資の多い業種が多数含まれる資本財・基礎財工業では，実質賃金率の係数は小さししか
も有意ではない。したがって，実質賃金率の変化は労働需要にほとんど影響しないと判断され
た。他方，民間投資の多い業種が集中している消費財工業では，実質賃金率が上昇すると雇用
吸収量は低下し，実質賃金率の係数はマイナスで有意と分析された。こうして公共部門では，
労働需要が賃金とほとんど無関係に決定され，民間企業では，実質賃金率の上昇が労働節約的
バイアスに結果してきたと述べるのである。
また， 1970-71-87-88年について，実質賃金の変化と雇用者数変化の相闘を低賃金工業(1987-
88年現在の 1 人当たり平均年収が 1 万6000ルビー未満の工業)と高賃金工業(同 1 万6000ルビ
ー以上)に分けて調べた A.V.Jose の研究は，異なった結論を導き出している。 Jose は， 70年
代 (1970-71-1979-80年)に雇用は低賃金工業と高賃金工業のすべての業種で増加し，全体で
4.78%の増加率になったが， 80年代 (1980-81-87-88年)になると，すべての業種で雇用増加
率は低下したと指摘する。本稿の分析時期と多少ずれるが，表 4 でマイナスの増加率を示した
「食料品J r綿繊維J rジュートおよび守直物繊維J r木材・木製品，家具・装備品」は， Jose の分
析では低賃金工業に分類され， 80年代のこの時期についてもこれらの雇用はマイナス成長を示
していた。 Jose は， 80年代の雇用停滞は，労働生産性の上昇とトレード・オフの関係で生じた
ものであり，明らかに80年代に進んだ構造改革と合理化の結果だと指摘する。その上でさらに，
1 人当たり実質賃金の変化の影響について次のように考察した。つまり， 80年代の 1 人当たり
( 8 ) ILO-SAA T , lndia: Economic R々forms and Labour Policies , New Delhi , 1996 , Chapter 2. 
ただしこの報告書では，労働生産性の変化が実質賃金に反映されているとは思えないが，実質賃
金の上昇が資本集約化を促し，それが労働生産性の上昇をもたらしてきた可能性を指摘している
(p.62) 。また，労働省の年次報告書は，近年は賃金決定に労使間交渉が益々重要な役割を果たす
ようになっており， Wage Boards の役割は後退していると強調している。 Govt. of lndia , Minｭ
istry of Labour , AnnzωIRゆort 1997-98, New Delhi , 1998 , p.40. 
( 9 ) V . K.Seth and A. Se出，0.ρ. cit. , pp. 97-99. 
(10) A.V.Jose. ,“Earnings , Employment and Productivity Trends in the Organised lndustries 
of lndia" , L.K.Deshpande and G.Rodgers eds. , The lndian Labour Market and Economic 
Structural Change , B.R.Publishing Corporation , Delhi , 1994 , pp.16-18. 
(11) lbid. , p. 21. 
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実質賃金は， 70年代に比べると上昇傾向がみられるがその上昇は緩やかで、，かつ高賃金工業に
だ、いたい限定されてきた。しかしこの高賃金工業における 1 人当たり実質賃金の上昇は，雇用
抑制の原因と考えるより，雇用の減少と生産性の上昇によってもたらされた，と考えるべきだ
と示唆するのである。
さて，労働組合運動の歴史が長く，労働争議が頻発してきたインドでは，労働組合との対立
を避け，争議による生産のロスを抑えることは，経営者にとって重要な課題となってきた。そ
のため，労働組合の弱体化や組織化の回避が，労働者から機械への代替，常用労働者の削減，
組織化の対象外になりがちな日雇いなど非常用労働者や請負労働者の利用の拡大，工場の小規
模化・分散化等の経営戦略の狙いの一つになってきた可能性はあるだろう。しかし，経営者が
一様に労働組合の存在意義を認めていいないわけではないし，かりに組織化の回避や組織の弱
体化が雇用抑制に影響してきたとしても，それが上記の戦略のなかでどの程度重視され， 1980 
年代の雇用抑制につながってきたのか，それを立証するのはデータ上また方法的にきわめて難
しい。少なくともマクロ・データから統計上いえるのは， 1980年代に入って，組合組織率が上
昇してきた事実は恐らくないことである。
1970年代末に始まっていた労働組合員数の減少傾向は，図 6 からわかるように， 80年代前半
まで続き，激しい落ち込みを示した。その後数年間は600-800万人という 70年代を上回る水準
が続くが， 90年代にはいると再ぴ著しい減少傾向を辿ったのである。ただし，注意が必要なの
は，ここで示した組合員数が，登録組合のうち年次報告書を提出した組合のメンバー数であり，
どの程度の数の組合が報告書を提出したかによって左右されていること，また過小評価の可能
性が大きいことである。とはいえ，登録組合の数自体が加入・解散をそのつど確認し，正確に
把握されていない可能性が大きい点を考えるならば，報告書提出組合から得られる数値は，組
合員数の実数をつかむ上ではほとんど役立たないとしても，少なくともその組合が確かに存在
しているという意味で，組合員数の変動を知る上で比較的有効とも考えられよう。他方，労働
組合ナショナル・センター別に，加盟組合のメンバー数を合計すると様子はまた違ってくる。
各センターの公称では， 1980年末にメンバー総数は1239万人であったが， 89年末には倍の2523
万人に膨れ上がっていた。ナショナル・センターによる水増し報告の可能性を見込んで政府が
(12) 雇用と 1 人当たり実質賃金の上昇率は， logy=α +gt (y は雇用量または 1 人当たり実質賃金，
g は上昇率)の一次式を用い，回帰分析によって求められている。
(13) パンジャーブの公共部門である道路交通公社 (PR T C : PEPSU Road Transport Corporaｭ
tion) に関する調査が，管理職の労働組合への認識を調べている。回答者となった管理職40名のう
ち67.5%が，労働組合は一般的に企業にとってプラスというよりマイナスの影響をもたらすと答
え， 32.5%がその逆を答えた。しかし他方で，労働者の利益を守るためには労働組合が必要か否
かという問に対しては， 85% が絶対に必要だと答えている。 S.Modi，均mamics of Trade 
Unionism: Percψtions and Attitudes for Workers , Union Leaders and Management, Deep & 
Deep Publications , New Delhi , 1995 , pp.270 , 272. 
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図 6 労働組合数と組合員数の変化
組合数/組合員数
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資料) 1980-89年: Govt. of India, ILS 1987-90, p. 180, 1990-92年 : PBLS 1996, pp. 31-38, 1993年 : PBLS 1997, 
pp. 31-38より作成。
修正・発表した暫定数値でも， 80年の合計613万人から 89年には1173万人へと，やはり倍近くに
増加していたのであ 2: ただい経済改革以降については，労働者の組合離れとくにナショナ
ル・センター離れが進み， 93年だけでも各ナショナル・センターは最低25%のメンバーを失っ
たという推計もあ去さらに，地域別サーベイや業種別のサーベイ，また個別のサンプル調査
では，組織率低下の例が多数報告されている。たとえば，ジュート工業では， 1978-84年のあ
る年と 86-90年のある年を比較すると，主要ナショナル・センター 9 つのうち 7 センターがメ
ンバーを減らしたというし，アーンドラ・プラデーシュ州の機械工業では，組織率が1980年の
60% から 90年の43%へと縮小している(日雇い・請負を含む。常用労働者だけの組織率は
69%から 64%への 5 ポイントの縮小)。また，西べンガソレ州の機械工業の場合，労働組合員は1980
年から 90年にかけて比率においても絶対数でも減少し，ナショナル・センター傘下の組合の労
働者数も民公両部門で減少したと報告されている。
(14) Govt. of lndia , lndia 1990: A Rψrence Annual, 1990 , p. 659 , Economic Times , Feb .13 , 
1994 , Observer 01 Business and Poli万cs ， Nov.26 , 1994. 
(15) G. Botterweck and P. Sinha,“Kanoria: A Case for lndian Trade Union Movement" , C. 
S. V. Ra tnam , G. Botterweck and P. Sinha eds. , Labour and Unions in a Period 01 
Transition , Friedrich Ebert Stiftung , N ew Delhi , 1994 , p .159. 
(16) S.Davala ed. , Emρloyment and Unionisation in lndi・'an lndustη， Friedrich Ebert 
Stiftung , New Delhi , 1992 , p.59 , p.131 , Tab1e 9, pp.161-164 Table 7-Table 10。また，企
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加えて，同じ時期に労働争議が増加してきたという統計的事実もない。ストライキ件数は，
1970年代から80年代はじめにはだしミたい年間2400件前後を数えていた。しかし，その後大きく
減り， 80年代は年間1400件前後で推移している。さらに90年代に入ってからは年間1000件を割
っており，それはむしろ組織的運動が弱体化していることの一つの表れとみてよいだろう。
しかし，いうまでもなしこうした労働組合組織率や労働争議の低調から推察される組織的
運動の弱体化は，組織化の回避が経営者にとって雇用抑制の動機になってきた可能性を否定す
るものではないだろう。労働争議の回避と良好な労使関係が，経営者にとって重要な関心事と
なってきたのは間違いない事実である。したがって，上に述べた状況はむしろ，雇用抑制的な
傾向こそが労働者の脅威となり，その脅威が労働者の組合離れによる組織の縮小の一因になり，
同時に労働者から組織的な抵抗力をそいできたという労働運動の混迷を表していると考えた方
がよかろう。また，たとえ労働者の組織化が雇用抑制を促してきた側面があるにせよ，逆に，
組織率の低下が雇用増加につながる保証がないことも付け加えておく。
ところで，労働法規の存在が，労働節約化を促してきたという主張もまた根強い。製造業部
門の労働者とくに FS 労働者に関しては， 1948年工場法をはじめ， 1936年賃金支払い法， 1965 
年ボーナス支払い法， 1947年労働争議法， 1946年産業雇用(就業規則)法， 1948年退職準備基
金法， 1952年従業員国家保険法など，労働・社会保障法が多岐にわたって存在するが，資本集
約化，工場の細分化，労働の非正規化を進めることで，法規の適用規模以下に雇用を抑え，こ
うした法による制約や義務を回避しようとする傾向があるといわれてきた。法により，また同
ーの法規でも項目ごとに適用基準となる雇用規模はさまざまだが，企業にとって経営上の足か
せとしてもっとも回避指向が強く，また雇用流動化の阻害要因として注目されてきたのが， 1947
年労働争議法だといってよいだろう。同法が適用されると，人員整理，レイオフ，工場の閉鎖
には一連の手続きが必要となり，法を遵守してそれを実行するのはきわめて難しくなる。同法
が適用されるのは，規定の内容ごとに， 50人または100人以上を雇用している事業所である。し
たがって， III節で指摘したように， 1982-83年からの11年間で雇用者数50人未満規模，または50
人以上100人未満規模の工場の比率が拡大してきた背景には，まさにこの法規の存在があったと
いえるかもしれない。しかしこれとは逆に， Deshpande らは，同様の変数を使ってこの因果関
係を否定している。つまり，明らかに方法上限界があるとしながらも，企業規模を労働法規適
用・適用外の代理変数として用い，法規の雇用変化への影響を確認しようとした。結論をいう
と，ムンパイの調査対象企業300社では，雇用規模100人以上の比較的規模の大きな企業の方が，
業レベルの調査でも組織率の低下が報告されている。工業化がダイナミックに進んで、いるガジア
ノfード県で行われた233企業の調査によると，組合のある企業数は， 1991年の51企業から， 4 年後
の95年には40企業に減っていたという。“Structural Adjustment and Labour" , The lndian 
Journal 0/ Labour Economics , Vo1. 40 , No.2 , 1997 , p.366. 
(17) 木曽順子「インドの経済自由化と労働者J (篠田隆編『発展途上国の経営変容j 未来社， 1997年，
第 6 章)参照。
- 64-
インドのフォーマル・セクター労働者
表 7 製造業の実効保護率
実効保護率 セクター数 固定資本の構成比 従業者の構成比 付加価値の構成比 従業員 l 人当たり
0986年〉 の固定資本
(%) (%) (%) (千ルビー)
高 21 53. 2 18.5 30. 0 92. 5 
中 5 3. 5 3.4 5. 8 32.4 
低 30 43. 1 7. 7 54. 9 17.8 
不明 3 O. 2 0.4 O. 3 15. 7 
製造業全体 59 100.0 100. 。 10. 0 32. 1 
資料) The World Bank, lndia: POνerty， Employment, and Social Services, Washington D. C., 1989, p. 112. 
50人未満の企業や50人以上100人未満の比較的規模の小さな企業よりも労働者の流動性は高く，
また，比較的規模の小さい後者より，前者の100人以上規模の企業の方がむしろ雇用を増やして
いた。こうして，労働者保護的な法規が適用される工場で，雇用抑制的傾向があるという仮説
への反証としたのである。ただし，この結論には注意が必要である。というのも， Deshpande 
ら自らが強調するように，大企業における雇用の増加が， 日雇いや請負労働者などの非正規雇
用労働者の増加と重なっており， しかも非正規雇用労働者の数については過小評価の可能性が
高いからである。つまり，正規雇用労働者のみを分析の対象とするならば，この結論は変わり
f尋ることになる。
また，労働節約化へのバイアスの契機を工業化政策そのものに求める声も無論ある。たとえ
ば，輸入代替工業化のための保護主義的工業化が，資本集約的な資本財の輸入を必要以上に容
易にし，制度的に決定される割高の労働コスト，割安な資本コストという要素価格の歪みをも
たらした。それが生産構造の資本集約化へのバイアスを生み出したというのである。表 7 は世
界銀行が1986年の製造業部門の実効保護率を示したものだが，実効保護率の高い産業グループ
ほど， 1 人当たり固定資本額が大きし実効保護率が高い産業グループのそれは，低いグルー
プのそれの 5 倍以上であったことがわかる。また，小規模工業に対する留保政策が，そうした
分野への大規模企業の参入を制約したきただけでなく，生産・雇用の拡大を抑えて小規模のま
まにとどまるインセンティブになったという指摘もこれまで行われてきた。保護主義的工業化
政策の雇用への影響は， 80年代以降の自由化がもたらしてきた結果を踏まえ，今後さらに慎重
に追究するべき重要な課題であろう。以上のほかにも，労働者の質=熟練レベルの低さに，資
(18) S. Deshpande , G. Standing and L. Deshpande , ~ρ. cit. , pp. 57 , 66-67. 
(19) V.K.Seth and A.Seth , 0ρ. cit. , p.146. 
, (20) The Wor1d Bank , !ndia: Poverty , Em，ρloyment， and Social Services , Washington D.C. , 
1989 , p.112. 
(21) たとえば S.Bhalla は， 1981年に比べて91年の製造業の雇用シェアが縮小した理由として，確か
ではないとしながらも， 70 年代後半以降，工業部門でゆっくりと進行した経済自由化 (creeping
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本集約的化の理由を求める議論や， 1970年代には労働者が過小利用されていたが， 80年代半ば
以降，最適利用が進んだため，それが80年代の雇用減少につながったという議論など，ミクロ
なデータで補い検討されるべき課題は多い。
v. 結びにかえて
以上で述べたように， 1980年代以降の FS製造業部門雇用の伸び悩みには，停滞業種の存在
や，労働節約化あるいは資本集約化の進行が大きく影響してきた。そして，企業が労働節約的
方向に向かってきた背景に，実質賃金の上昇，組織化・組織的運動による圧力の回避，労働法
規の適用回避，保護主義的工業政策などの要因があるだろうことも，本稿で改めて指摘した。
しかし，こうした諸要因が複合的にからまり，労働節約化へのバイアスを生み出してきたこ
とは確かだとしても，それが機械への置き換えとして現象するとき，労働節約化の主要な目的
が生産性の上昇であったこともまた間違いないだろう。いうまでもなく，生産性上昇の追求は，
インド工業の発展にとって重要な課題である。また，生産性を向上させ発展した諸業種が，雇
用面でもプラスの影響を与えていることは本稿でも示したとおりである。ただ無視できないの
は，そうした背後で 1 S がなお拡大し続けているというインドの現実であろう。この現実を考
えるとき，機械への代替を通してのみならず，労働者の熟練形成や労働規律の改善を計ること
による生産性上昇，資本集約化へのバイアスを持つ工業化政策の見直し，ひいては雇用創出効
果を重視した産業構造の転換が必要と思われる。さらに，生産性上昇による利益の労働者への
より適正な配分，その結果としての圏内需要の拡大ひいては生産拡大そして労働需要の拡大と
いう連鎖の可能性が，もっと現実的な課題として検討されるべきではないかと思うのである。
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資上限引き上げなどを挙げている。 S.Bhalla ，“Workforce Restructuring , Wages and Want: 
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